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〔用語の説明〕 

本書における主な用語については、次のとおりである。 

 

○地方公共団体の財政の健全化に関する法律関係 

１ 健全化判断比率 

  実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの財

政指標の総称。地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準

又は財政再生基準以上となった場合には、財政健全化計画又は財政再生計画を策定

し、財政健全化団体又は財政再生団体として、財政の健全化を図らなければならな

い。 

  健全化判断比率は、財政の早期健全化等の必要性を判断するものであるとともに、

他団体と比較することなどにより、当該団体の財政状況を客観的に表す意義を持つ。 

 

２ 実質赤字比率 

  当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する

比率。福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を

指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

 

３ 一般会計等 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号。以下「健全化

法」という。）における実質赤字比率の対象となる会計で、地方公共団体の会計のう

ち、地方公営事業会計以外のものが該当する。これは、地方財政の統計で用いられ

ている普通会計とほぼ同様の範囲であるが、地方財政の統計で行っているいわゆる

「想定企業会計」の分別（一般会計において経理している公営事業に係る収支を一

般会計と区分して特別会計において経理されたものとする取扱い）は行わないこと

としている。 

 

 ４ 実質赤字額 

    当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、

翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越や繰越明許費繰越等の財源を控除した額が負

数となる額。実質赤字額がある団体を通常「赤字団体」という。 

 

５ 標準財政規模 

  地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を

示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額。 

  なお、地方財政法施行令（昭和23年政令第267号）附則の規定により、臨時財政対

策債の発行可能額についても含まれる。 

 

 



６ 連結実質赤字比率 

  公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金

の不足額の標準財政規模に対する比率。 

  全ての会計の赤字と黒字を合算して、地方公共団体全体としての赤字の程度を指

標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

 

７ 資金の不足額 

  公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業については流動

負債の額から流動資産の額を控除した額を基本として、法非適用企業については一

般会計等の実質赤字額と同様に算定した額を基本としている。 

 

８ 実質公債費比率 

  当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財

政規模を基本とした額※に対する比率。 

  借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの

程度を示す指標ともいえる。 

  健全化法の実質公債費比率は、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判

定に用いられる地方財政法の実質公債費比率と同じ。 

※標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（将来

負担比率において同じ。）。 

 

９ 将来負担比率 

  地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団

体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対

する比率。 

  地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある

負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指

標ともいえる。 

 

10 資金不足比率 

  地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率。 

  公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指

標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

   



11 早期健全化基準 

  地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況にお

いて、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定められ

た数値。 

 

12 財政再生基準 

  地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により

自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全

化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率の

それぞれについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値。 

 

13 経営健全化基準 

 地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準と

して、資金不足比率について定められた数値。 

 

○決算統計基本用語 

14 普通会計 

  地方公共団体における地方公営事業会計以外の会計で、一般会計のほか、特別会

計のうち地方公営事業会計に係るもの以外のものの純計額。 

  個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっているため、財政状況の統一的

な掌握及び比較が困難であることから、地方財政統計上便宜的に用いられる会計区

分。 

 

15 公営事業会計 

  地方公共団体の経営する公営企業、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業、介

護保険事業、収益事業、農業共済事業、交通災害共済事業及び公立大学附属病院事

業に係る会計の総称。 

 

16 決算額（純計） 

  各地方公共団体の決算額を単純に合計して財政規模を把握すると地方公共団体相

互間の出し入れ部分について重複するため、この重複部分を控除して正味の財政規

模を見出すことを純計という。特に断りのない限り、決算額は普通会計に係る地方

財政の純計額をいう。 

 

17 形式収支 

歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた歳入歳出差引額。 

 



18 実質収支 

  当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、

翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越（継続費の毎年度の執行残額を継続最終年度

まで逓次繰り越すこと。）、繰越明許費繰越（歳出予算の経費のうち、その性質上又

は予算成立後の事由等により年度内に支出を終わらない見込みのものを、予算の定

めるところにより翌年度に繰り越すこと。）等の財源を控除した額。 

  通常、「黒字団体」、「赤字団体」という場合は、実質収支の黒字、赤字により判断

する。 

 

19 単年度収支 

  実質収支は前年度以前からの収支の累積であるので、その影響を控除した単年度

の収支のこと。具体的には、当該年度における実質収支から前年度の実質収支を差

し引いた額。 

 

20 実質単年度収支 

  単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上

償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額。 

 

（歳入） 

21 一般財源 

  地方税、地方譲与税、地方特例交付金及び地方交付税の合計額。なお、市町村に

おいては、これらのほか、都道府県から市町村が交付を受ける利子割交付金、地方

消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車税環境性能

割交付金及び軽油引取税交付金(大都市のみ)等を加算した額をいうが、これらの交

付金は、地方財政の純計額においては、都道府県と市町村との間の重複額として控

除される。 

 

22 地方譲与税 

  本来地方税に属すべき税源を、形式上一旦国税として徴収し、これを地方公共団

体に対して譲与する税。 

現在、地方譲与税としては、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、特別とん譲与

税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、特別法人事業譲与税、森林環境譲与税

がある。 

 

23 地方特例交付金 

  個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収

を補填するため、各地方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として

算定するもの及び、新型コロナウイルス感染症対策地方減収補填特別交付金により

固定資産税の特例措置拡充等による減収と補填するために交付するもの。 



24 地方交付税（普通交付税・特別交付税） 

  地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ地方行政の

計画的な運営を保障するために、国税のうち、所得税、法人税、酒税及び消費税の

それぞれ一定割合及び地方法人税の全額を、国が地方公共団体に対して交付する税。 

 地方交付税には、普通交付税と災害等特別の事情に応じて交付する特別交付税が

ある。普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対

して、その差額（財源不足額）を基本として交付される。 

 

25 震災復興特別交付税 

    東日本大震災に係る災害復旧事業、復興事業その他の事業の実施のため特別の財

政需要があること及び東日本大震災のための財政収入の減少があることを考慮して

地方公共団体に対して交付する特別交付税。 

 

26 国庫支出金 

  国と地方公共団体の経費負担区分に基づき、国が地方公共団体に対して支出する

負担金、委託費、特定の施策の奨励又は財政援助のための補助金等。 

 

27 都道府県支出金 

  都道府県の市町村に対する支出金。都道府県が自らの施策として単独で市町村に

交付する支出金と、都道府県が国庫支出金を経費の全部又は一部として市町村に交

付する支出金（間接補助金）とがある。 

 

28 減収補塡債 

  地方税の収入額が標準税収入額を下回る場合、その減収を補うために発行される

地方債。地方財政法第５条に規定する建設地方債として発行されるものと、建設地

方債を発行してもなお適正な財政運営を行うにつき必要とされる財源に不足を生ず

ると認められる場合に、同条の特例として発行される特例分がある。 

 

29 臨時財政対策債 

  地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方

財政法第５条の特例として発行される地方債。 

  平成13～令和５年度の間において、通常収支の財源不足額のうち、財源対策債等

を除いた額を国と地方で折半し、国負担分は一般会計から交付税特別会計への繰入

による加算（臨時財政対策加算）、地方負担分は臨時財政対策債により補塡すること

とされている。 

 



（歳出） 

30 目的別歳出 

  行政目的に着目した歳出の分類。地方公共団体の経費は、その行政目的によって、

総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、警察

費、教育費、公債費等に大別することができる。 

 

31 性質別歳出 

  経費の経済的性質に着目した歳出の分類であり、義務的経費、投資的経費及びそ

の他の経費に大別することができる。 

 

32 義務的経費 

  地方公共団体の歳出のうち、任意に削減できない極めて硬直性が強い経費。職員

の給与等の人件費、生活保護費等の扶助費及び地方債の元利償還金等の公債費から

なっている。 

 

33 投資的経費 

  道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備等に要する経費

であり、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費からなっている。 

 

34 補助事業 

  地方公共団体が国から負担金又は補助金を受けて実施する事業。 

 

35 単独事業 

  地方公共団体が国からの補助等を受けずに、独自の経費で任意に実施する事業。 

 

36 国直轄事業 

  国が、道路、河川、砂防、港湾等の建設事業及びこれらの施設の災害復旧事業を

自ら行う事業。事業の範囲は、それぞれの法律で規定されている。国直轄事業負担

金は、法令の規定により、地方公共団体が国直轄事業の経費の一部を負担するもの。 

 

37 物件費 

  性質別歳出の一分類で、人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地方公共

団体が支出する消費的性質の経費の総称。具体的には、職員旅費や備品購入費、委

託料等が含まれる。 

 

38 扶助費 

  性質別歳出の一分類で、社会保障制度の一環として地方公共団体が各種法令に基

づいて実施する給付や、地方公共団体が単独で行っている各種扶助に係る経費。 

  なお、扶助費には、現金のみならず、物品の提供に要する経費も含まれる。 



 

39 補助費等 

  性質別歳出の一分類で、他の地方公共団体や国、法人等に対する支出のほか、地

方公営企業法（昭和27年法律第292号）第17条の２の規定に基づく繰出金も含まれる。 

 

40 繰出金 

  性質別歳出の一分類で、普通会計と公営事業会計との間又は特別会計相互間にお

いて支出される経費。また、基金に対する支出のうち、定額の資金を運用するため

のものも繰出金に含まれる。 

 なお、法非適用の公営企業に対する繰出も含まれる。 

 

41 公債費 

  地方公共団体が発行した地方債の元利償還等に要する経費。 

  なお、性質別歳出における公債費が地方債の元利償還金及び一時借入金利子に限

定されるのに対し、目的別歳出における公債費については、元利償還等に要する経

費のほか、地方債の発行手数料や割引料等の事務経費も含まれる。 

 

42 民生費 

  目的別歳出の一分類。地方公共団体は、社会福祉の充実を図るため、児童、高齢

者、障害者等のための福祉施設の整備、運営、生活保護の実施等の施策を行ってお

り、これらの諸施策に要する経費。 

 

43 衛生費 

  目的別歳出の一分類。地方公共団体は、住民の健康を保持増進し、生活環境の改

善を図るため、医療、公衆衛生、精神衛生等に係る対策を推進するとともに、ごみ

など一般廃棄物の収集・処理等、住民の日常生活に密着した諸施策を行っており、

これらの諸施策に要する経費。 

 

○財政分析指標 

44 経常収支比率 

  地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公

債費等のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財

源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経

常一般財源）、減収補塡債特例分、猶予特例債及び臨時財政対策債の合計額に占める

割合。 

  この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るも

のであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。 

 



45 財政力指数 

  地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して

得た数値の過去３年間の平均値。 

  財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源

に余裕があるといえる。 

 

○地方財政計画等 

46 地方財政計画 

  内閣が作成する、翌年度の地方公共団体の歳入歳出総額の見込額に関する書類の

こと。 

  地方財政計画には、（1）地方交付税制度とのかかわりにおいての地方財源の保障

を行う、（2）地方財政と国家財政・国民経済等との調整を行う、（3）個々の地方公

共団体の行財政運営の指針となる、という役割がある。 

 

47 地方債計画 

 地方財政法第５条の３第11項に規定する同意等を行う地方債の予定額の総額等を

示した年度計画。 

 

48 債務負担行為 

 数年度にわたる建設工事、土地の購入等翌年度以降の経費支出や、債務保証又は

損失補償のように債務不履行等の一定の事実が発生したときの支出を予定するなど

の、将来の財政支出を約束する行為。 

 地方自治法第214条及び第215条で予算の一部を構成することと規定されている。 

 

49 財政調整基金 

 地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金。 

 

50 減債基金 

  地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金。 

 

51 その他特定目的基金 

  財政調整基金、減債基金の目的以外の特定の目的のために財産を維持し、資金を

積み立てるために設置される基金。具体的には、庁舎等の建設のための基金、社会

福祉の充実のための基金、災害対策基金等がある。 

 



52 基準財政需要額 

  普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が、合理的かつ妥当な水準

における行政を行い、又は施設を維持するための財政需要を算定するものであり、

各行政項目ごとに、次の算式により算出される。 

単位費用 

（測定単位１当たり費用） 

× 測定単位 

（人口・面積等） 

× 補正係数 

（寒冷補正等） 

 

53 単位費用 

    標準的団体（人口や面積等、行政規模が道府県や市町村の中で平均的で、積雪地

帯や離島等、自然的条件や地理的条件等が特異でない団体）が合理的、かつ妥当な

水準において行政を行う場合等の一般財源所要額を、測定単位１単位当たりで示し

たもの。 

 

54 測定単位 

  道府県や市町村の行政の種類（消防費や農業行政費等）ごとにその量を測定する

単位。例えば、消防費においては人口が用いられる。 

 

55 補正係数 

  全ての道府県や市町村に費目ごとに同一の単位費用が用いられるが、実際には自

然的・地理的・社会的条件の違いによって差異があるので、これらの行政経費の差

を反映させるため、その差の生ずる理由ごとに測定単位の数値を割増し又は割落と

ししている。これが測定単位の数値の補正であり、補正に用いる乗率を補正係数と

いう。 

 

56 基準財政収入額 

  普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定する

ために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入を一定の方法によって算定

するものであり、次の算式により算出される。 

  標準的な地方税収入×75/100＋地方譲与税等 

 



○公営企業 

57 公営企業（法適用企業・法非適用企業） 

  公営企業とは地方公共団体が経営する企業であり、地方公営企業法の全部又は一

部を適用している事業を法適用企業、公営企業であって法適用企業以外のものを法

非適用企業としている。 

地方公営企業法において、上水道、工業用水道、軌道、鉄道、自動車運送、電気

（水力発電等）、ガスの７事業については全部の規定、病院事業については、財務規

定等の適用が義務付けられている。その他の事業については、条例で地方公営企業

法の全部又は財務規定等を適用することが可能となっている。 

公営企業の経理は特別会計を設けて行うこととされており、法適用企業は、地方

公営企業法に基づき発生主義・複式簿記による企業会計方式により経理が行われ、

法非適用企業は、一般会計と同様、地方自治法に基づき現金主義・単式簿記による

財務処理が行われる。 

公営企業決算状況調査においては、法適用企業は地方公営企業法の全部又は財務

規定等を適用している事業とし、法非適用企業は地方財政法第６条に基づきその経

理を特別会計を設けて行っている同法施行令第46条に掲げる事業並びに有料道路事

業、駐車場整備事業及び介護サービス事業で、法適用企業以外のものとしている。 

 

58 損益収支 

    地方公営企業の経営活動に伴い、当該年度内に発生した収益とそれに対応する費

用の状況。 

 

59 資本収支 

  地方公営企業の設置目的である住民へのサービス等の提供を維持するため及び将

来の利用増等に対処して経営規模の拡大を図るために要する諸施設の整備、拡充等

の建設改良費、これら建設改良に要する資金としての企業債収入、企業債の元金償

還等に関する収入及び支出の状況。 

 

60 収益的収入 

 地方公営企業の経営活動に伴い発生する料金を主体とした収益。 

 

61 資本的収入 

 建設投資などの財源となる企業債、他会計繰入金、国庫（県）補助金などの収入。 

 



《令和６年11月29日総務省公表資料抜粋》

Ⅰ．健全化判断比率の状況
 

○　財政再生基準以上の団体

　　：北海道夕張市（令和４年度決算も同じ）

○　早期健全化基準以上の団体

　　：なし（令和４年度決算も同じ）

・ 早期健全化基準以上の団体はなし（４年度決算も同じ）

　なお、実質赤字額がある団体はなし（４年度決算：１団体）

・ 早期健全化基準以上の団体はなし（４年度決算も同じ）

　なお、連結実質赤字額がある団体はなし（４年度決算も同じ）

・ 早期健全化基準以上の団体は１団体（夕張市：67.2％）

　 なお、当該団体は財政再生基準以上

　（※４年度決算も団体は同じ）

・ 都道府県の平均値は10.1％、市区町村は5.6％

・ 早期健全化基準以上の団体はなし（４年度決算も同じ）

・ 都道府県の平均値は148.7％、市区町村は6.3％

Ⅱ．資金不足比率の状況

・ 経営健全化基準以上の公営企業会計は８会計（４年度決算：４会計）

・ 資金不足額がある公営企業会計は43会計（４年度決算：29会計）

令和５年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の概要（確報）

２．連結実質赤字比率

３．実質公債費比率

４．将来負担比率

１．実質赤字比率
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第１　健全化判断比率等について
　１　全国の概要



１　健全化判断比率（４指標）の状況について

　(1)　実質赤字比率（一般会計等に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率）

○　全団体黒字のため該当なし

　(2)　連結実質赤字比率（全会計に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率）

○　全団体黒字のため該当なし

　(3)　実質公債費比率（一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模を基本とした額に対する比率）

○　県平均（加重平均）：8.9％（４年度決算：8.6％）

○　早期健全化基準、財政再生基準以上の団体：該当なし

《参考》18％以上（起債に当たり「許可」が必要）の団体：なし（４年度決算も同じ）

　(4)　将来負担比率（公営企業、出資法人等を含めた、一般会計等が将来負担すべき実質的負担の標準財政

規模に対する比率）

○　県平均（加重平均）：37.8％（４年度決算：44.3％）

○　早期健全化基準以上の団体：該当なし

２　公営企業における資金不足比率の状況について

資金不足比率（資金不足額の事業の規模に対する比率（公営企業会計ごと））

○　資金不足が生じた公営企業会計：該当なし(４年度決算も同じ)

　《参考》早期（経営）健全化基準及び財政再生基準について（市町村基準）

財政規模に応じ16.25～20％

25％

早期（経営）健全化基準 財政再生基準

20％

30％

35％

20％

350％

財政規模に応じ11.25～15％

比率名

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率（公営企業会計ごと）

R5県平均

比率なし

比率なし

8.9％

37.8％

－

令和５年度決算に基づく県内市町村等の健全化判断比率及び資金不足比率の状況
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第１　健全化判断比率等について
　２　県内市町村の概要



１．県内市町村の健全化判断比率

（単位：％）

R5 R4 R5 R4

1 山形市 - - 7.8 7.6 92.5 97.0

2 米沢市 - - 8.2 7.8 45.1 41.2

3 鶴岡市 - - 7.4 6.7 43.2 40.8

4 酒田市 - - 10.0 10.0 6.5 16.8

5 新庄市 - - 7.1 7.1 - 2.0

6 寒河江市 - - 7.8 7.8 - -

7 上山市 - - 5.9 6.4 20.0 36.0

8 村山市 - - 8.6 8.5 20.8 49.3

9 長井市 - - 13.2 11.7 256.1 234.4

10 天童市 - - 4.7 4.8 - -

11 東根市 - - 8.3 7.8 - -

12 尾花沢市 - - 9.0 8.1 31.0 44.7

13 南陽市 - - 12.6 12.2 114.7 122.5

8.2 7.9 45.2 49.6

14 山辺町 - - 10.1 10.3 - -

15 中山町 - - 11.7 12.0 28.0 43.4

16 河北町 - - 9.1 8.8 17.5 29.1

17 西川町 - - 11.6 12.0 - -

18 朝日町 - - 8.3 7.9 - -

19 大江町 - - 8.6 8.4 - -

20 大石田町 - - 11.0 11.9 17.3 41.3

21 金山町 - - 9.4 9.8 - -

22 最上町 - - 10.7 9.6 26.8 27.8

23 舟形町 - - 11.1 11.5 - -

24 真室川町 - - 5.5 5.4 5.0 14.8

25 大蔵村 - - 10.0 8.9 - -

26 鮭川村 - - 5.5 5.7 - -

27 戸沢村 - - 13.4 12.8 40.8 70.0

28 高畠町 - - 11.7 11.5 73.9 77.4

29 川西町 - - 12.7 12.6 130.8 143.4

30 小国町 - - 12.3 12.5 50.5 60.3

31 白鷹町 - - 11.8 10.7 14.9 31.8

32 飯豊町 - - 13.5 12.8 113.9 117.6

33 三川町 - - 10.3 9.8 98.7 105.9

34 庄内町 - - 10.8 10.8 23.5 26.6

35 遊佐町 - - 11.7 10.7 38.3 61.4

10.7 10.5 18.4 30.5

8.9 8.6 37.8 44.3

9.8 9.5 37.4 43.9

（注）１ 都市計、町村計は加重平均

（注）２ 実質赤字額や連結実質赤字額等がない場合は、「－」と表記

（注）３ 早期健全化基準は実質公債費比率25%、将来負担比率350%

２．県内市町村等の資金不足比率

資金不足の生じた会計はなし

令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について

No. 団体名
実質赤字
比　　率

連結実質
赤字比率

実質公債費比率 将来負担比率

県計(単純平均)

都市計

町村計

県計(加重平均)
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１　早期健全化基準（令和５年度決算分）
（単位：％、百万円）

No. 市町村名 実質赤字比率
連結実質
赤字比率

実質公債費
比　　　率

将来負担比率 標準財政規模

1 山形市 11.25% 16.25% 54,489

2 米沢市 12.46% 17.46% 20,406

3 鶴岡市 11.45% 16.45% 40,361

4 酒田市 11.82% 16.82% 29,622

5 新庄市 13.34% 18.34% 9,933

6 寒河江市 13.24% 18.24% 10,594

7 上山市 13.64% 18.64% 8,442

8 村山市 13.83% 18.83% 7,712

9 長井市 13.69% 18.69% 8,226

10 天童市 12.79% 17.79% 14,791

11 東根市 13.01% 18.01% 12,450

12 尾花沢市 14.18% 19.18% 6,619

13 南陽市 13.60% 18.60% 8,625

14 山辺町 15.00% 20.00% 3,878

15 中山町 15.00% 20.00% 3,369

16 河北町 15.00% 20.00% 4,853

17 西川町 15.00% 20.00% 3,396

18 朝日町 15.00% 20.00% 3,472

19 大江町 15.00% 20.00% 3,515

20 大石田町 15.00% 20.00% 3,087

21 金山町 15.00% 20.00% 2,789

22 最上町 15.00% 20.00% 4,110

23 舟形町 15.00% 20.00% 2,871

24 真室川町 15.00% 20.00% 3,825

25 大蔵村 15.00% 20.00% 2,391

26 鮭川村 15.00% 20.00% 2,509

27 戸沢村 15.00% 20.00% 2,871

28 高畠町 14.12% 19.12% 6,806

29 川西町 14.15% 19.15% 6,711

30 小国町 15.00% 20.00% 4,425

31 白鷹町 14.83% 19.83% 5,264

32 飯豊町 15.00% 20.00% 4,166

33 三川町 15.00% 20.00% 3,043

34 庄内町 13.89% 18.89% 7,486

35 遊佐町 14.84% 19.84% 5,254

２　財政再生基準

(1) 実質赤字比率 20%
(2) 連結実質赤字比率 30%
(3) 実質公債費比率 35%

※ 将来負担比率には財政再生基準はない

25% 350%

県内市町村の早期健全化基準及び財政再生基準
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（注）上記比率は、平成29年度以前は各市町村の単純平均値、平成30年度以降は加重平均値である。

【第１図】　健全化判断比率の推移
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【第２図】 将来負担比率と実質公債費比率の状況（令和５年度決算）
（単位：％）

R5決算県平均（8.9）

R5決算県平均（37.8）
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令和５年度市町村普通会計決算の概要

注１ 本資料は、市町村1,718団体、特別区23団体、一部事務組合1,138団体、広域連合113団体、計2,992団体の普通会計の純計決算
額を取りまとめたものです（令和6年9月27日公表の速報においては、市町村1,718団体、特別区23団体、計1,741団体のみを対
象として取りまとめ）。

注２ 本資料の図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。
注３ 本資料においては、東日本大震災に係る復旧・復興事業及び全国防災事業に係る決算額を「東日本大震災分」と、全体の決算

額から東日本大震災分を差し引いた値を「通常収支分」と表記しています。

６６．９兆円（＋０．４兆円）

６９．３兆円（＋０．３兆円）
うち通常収支分 ６９．０兆円（＋０．３兆円）、東日本大震災分 ０．３兆円（▲０．１兆円）

うち通常収支分 ６６．６兆円（＋０．５兆円）、東日本大震災分 ０．２兆円（▲０．１兆円）

〈歳入の推移〉 〈歳入の状況〉

【増要因】

・低所得者世帯給付金の増等による扶助

費の増加 （9,681億円増）

【減要因】

・新型コロナウイルスワクチン接種事業

の減等による物件費の減少

（4,992億円減）

・地方公務員の定年引上げに伴う退職手

当の減等による人件費の減少

（1,690億円減）

〈性質別歳出の状況〉〈歳出の推移〉

令和６年11月29日

１

【増要因】

・固定資産税や個人市町村民税の増等に
よる地方税の増加 （3,284億円増）

・普通交付税の増等による地方交付税の
増加 （2,061億円増）

【減要因】
・新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金等の減等による国庫支出
金の減少 （7,833億円減）
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歳 出

１ 歳入
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第２　市町村普通会計決算について
　１　全国の概要



(1) 経常収支比率：93.1％（0.9ポイント上昇）

(2) 実質公債費比率：5.6％（0.1ポイント上昇）

区 分 令和5年度 令和4年度 対前年度増減

経常収支比率 93.1％ 92.2％ 0.9

実質公債費比率 5.6％ 5.5％ 0.1

(1) 地方債現在高：54兆8,856億円（7,692億円減）

(2) 地方債現在高（臨時財政対策債除き)：36兆5,317億円（5,979億円増）

(1) 実 質 収 支：1兆8,463億円の黒字（2,235億円減）

実質単年度収支：2,638億円の赤字（2,458億円減）

(2) 実質収支が赤字の団体は、一部事務組合において２団体

区 分 令和5年度 令和4年度 対前年度増減

実 質 収 支 1兆8,463億円 2兆698億円 ▲2,235億円

実質単年度収支 ▲2,638億円 ▲180億円 ▲2,458億円

区 分 令和5年度 令和4年度 対前年度増減

地方債現在高 54兆8,856億円 55兆6,548億円
▲7,692億円
(▲1.4％)

地方債現在高
（臨時財政対策債除き）

36兆5,317億円 35兆9,338億円
5,979億円
(1.7％)

２

３ 決算収支

４ 財政構造の弾力性

５ 地方債現在高

※詳細は別紙のとおりです。

（連絡先）
自治財政局財務調査課
溝尾課長補佐、西川係長
（直 通）03-5253-5649
（E-mail）k3-toukei_atmark_soumu.go.jp

※スパムメール対策のため、「@」を「_atmark_」と表示しております。
送信の際には、「@」に変更してください。
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 １　歳入歳出決算額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　みらい企画創造部

（１）歳入 6,734億円 △34億円 （△0.5%)

（主なるもの） （主な増減）

地方税 1,409億円 +21億円 (+1.5%) 市町村民税所得割の増加

地方交付税 1,740億円 +18億円 (+1.0%) 普通交付税の増加

国庫支出金 958億円 △101億円 （△9.6%) 新型コロナウイルス感染症に係る交付金の減少等

寄附金 406億円 +18億円 (+4.5%) ふるさと納税の増加

繰入金 356億円 +26億円 (+7.8%) 減債基金繰入金の増加

地方債 421億円 △10億円 （△2.3%) 臨時財政対策債の減少

（２）歳出 6,458億円 △10億円 （△0.2%)

（主なるもの） （主な増減）

人件費 873億円 +3億円 (+0.3%) 人事委員会勧告に基づく月例給等の引き上げによ
る増加

1,115億円 +64億円 (+6.1%) 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用
した給付金給付事業の増加

953億円 △24億円 （△2.4%) 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業の
減少

125億円 △53億円 （△29.7%) 除排雪経費の減少

963億円 △27億円 （△2.7%) 原油価格・物価高騰対策事業の減少

752億円 +17億円 (+2.3%) 市町村役場新庁舎、道の駅等の整備に伴う増加

276億円 △24億円 （△8.0%) 《歳入－歳出》

246億円 △14億円 （△5.6%) 《形式収支－翌年度へ繰越すべき財源》

 ２　主な財政指標等

(注)　単位未満四捨五入の関係で、差引が一致しない箇所がある。また、②は県内市町村の加重平均値、③は県内市町村の単純平均値である。

 ３　地方税の徴収実績

（対前年度比）

（対前年度比）

扶助費

(注)　単位未満四捨五入の関係で、差引が一致しない箇所がある。また、徴収率は県内市町村の加重平均値である。

                                               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  以上

補助費等

投資的経費

令和５年度　山形県内市町村の普通会計決算の概要
   　　　　　            　　 　　　令和  ６  年  １１  月

物件費

維持補修費

◇実質収支

◇形式収支

項目名 元年度 ２年度 ３年度
４年度

A
５年度

B
増減
(B-A)

① 標準財政規模(億円) 3,036 3,122 3,262 3,188 3,224 ＋35

② 経常収支比率（％） 92.4 91.2 86.3 91.8 91.9 ＋0.1

③ 財政力指数 0.37 0.37 0.36 0.35 0.35 0.00

項目名 元年度 ２年度 ３年度
４年度

A
５年度

B
増減
(B-A)

調定済額（億円） 1,442 1,436 1,404 1,442 1,462 ＋21

収入済額（億円） 1,380 1,374 1,349 1,388 1,409 ＋21

徴収率（％） 95.7 95.7 96.1 96.3 96.4 ＋0.1
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第２　市町村普通会計決算について
　２　県内市町村の概要



１　歳入の状況 （単位：百万円、％）

令和5年度 令和4年度

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

1 地方税 140,929 20.9 138,830 20.5 2,099 1.5

うち市町村民税個人分 48,870 7.3 47,562 7.0 1,308 2.8

うち市町村民税法人分 9,663 1.4 9,807 1.4 ▲ 145 ▲ 1.5

うち固定資産税 62,961 9.3 62,228 9.2 733 1.2

うち市町村たばこ税 7,271 1.1 7,261 1.1 10 0.1

2 地方譲与税 5,121 0.8 5,076 0.7 45 0.9

3 利子割交付金 35 0.0 43 0.0 ▲ 9 ▲ 19.6

4 配当割交付金 422 0.1 377 0.1 45 12.0

5 株式等譲渡所得割交付金 508 0.1 265 0.0 244 92.0

6 地方消費税交付金 27,451 4.1 27,629 4.1 ▲ 177 ▲ 0.6

7 ゴルフ場利用税交付金 76 0.0 80 0.0 ▲ 4 ▲ 5.2

8 特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 - -

9 自動車取得税交付金 38 0.0 7 0.0 31 463.5

10 自動車税環境性能割交付金 506 0.1 400 0.1 106 26.5

11 法人事業税交付金 1,991 0.3 1,895 0.3 97 5.1

12 国有施設等交付金 21 0.0 21 0.0 ▲ 0 ▲ 0.8

13 地方特例交付金 1,115 0.2 1,075 0.2 40 3.7

14 地方交付税 174,038 25.8 172,270 25.5 1,768 1.0

うち普通交付税 153,238 22.8 149,614 22.1 3,625 2.4

うち特別交付税 20,799 3.1 22,656 3.3 ▲ 1,857 ▲ 8.2

うち震災復興特別交付税 0 0.0 0 0.0 ▲ 0 ▲ 31.7

15 交通安全対策交付金 142 0.0 162 0.0 ▲ 20 ▲ 12.5

16 分担金・負担金 3,076 0.5 3,005 0.4 71 2.4

17 寄附金 40,626 6.0 38,862 5.7 1,764 4.5

18 使用料及び手数料 5,830 0.9 5,917 0.9 ▲ 87 ▲ 1.5

19 国庫支出金 95,782 14.2 105,921 15.6 ▲ 10,139 ▲ 9.6

20 県支出金 45,021 6.7 43,616 6.4 1,406 3.2

21 財産収入 1,428 0.2 1,596 0.2 ▲ 168 ▲ 10.6

22 繰入金 35,623 5.3 33,060 4.9 2,564 7.8

23 繰越金 27,267 4.0 28,585 4.2 ▲ 1,318 ▲ 4.6

24 諸収入 24,304 3.6 25,105 3.7 ▲ 802 ▲ 3.2

25 地方債 42,059 6.2 43,036 6.4 ▲ 977 ▲ 2.3

うち臨時財政対策債 2,711 0.4 5,273 0.8 ▲ 2,561 ▲ 48.6

臨財債除き地方債 39,348 5.8 37,764 5.6 1,584 4.2

合計 673,409 100.0 676,832 100.0 ▲ 3,423 ▲ 0.5

参 一般財源計（１～１５） 352,393 52.3 348,129 51.4 4,264 1.2

　　〃　　（臨時財政対策債含み） 355,105 52.7 353,402 52.2 1,703 0.5

考 地方交付税＋臨時財政対策債 176,749 26.2 177,543 26.2 ▲ 794 ▲ 0.4

　（注）単位未満四捨五入の関係で、積上と合計が一致しない箇所がある。

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別
交付金の増加

ふるさと納税の増加

対前年度比
主な増減要因

臨時財政対策債の減少

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
及びその他新型コロナウイルス感染症対策関係交付
金等の減少

令和５年度 市町村普通会計決算の状況

基準財政需要額の増による増加

市町村民税個人分の増加

費                            目
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２　歳出の状況　（性質別） （単位：百万円、％）

令和5年度 令和4年度

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

1 人件費 87,309 13.5 87,047 13.5 262 0.3

2 扶助費 111,476 17.3 105,057 16.2 6,418 6.1

3 公債費 63,105 9.8 61,535 9.5 1,570 2.6

4 物件費 95,341 14.8 97,725 15.1 ▲ 2,385 ▲ 2.4

5 維持補修費 12,466 1.9 17,733 2.7 ▲ 5,266 ▲ 29.7

6 補助費等 96,313 14.9 98,981 15.3 ▲ 2,668 ▲ 2.7

7 積立金 37,460 5.8 36,992 5.7 468 1.3

8 投資及び出資金 2,302 0.4 2,457 0.4 ▲ 155 ▲ 6.3

9 貸付金 15,273 2.4 16,183 2.5 ▲ 909 ▲ 5.6

10 繰出金 49,540 7.7 49,609 7.7 ▲ 69 ▲ 0.1

11 普通建設事業費 70,608 10.9 69,548 10.8 1,060 1.5

うち補助事業 30,196 4.7 32,519 5.0 ▲ 2,323 ▲ 7.1

うち単独事業 37,421 5.8 33,386 5.2 4,035 12.1

12 災害復旧費 4,574 0.7 3,927 0.6 647 16.5

13 失業対策費 0 0.0 0 0.0 0 -

合計 645,767 100.0 646,794 100.0 ▲ 1,027 ▲ 0.2

（参考）
義務的経費計
（１～３）

261,889 40.6 253,639 39.2 8,250 3.3

投資的経費計
（１１～１３）

75,182 11.6 73,475 11.4 1,707 2.3

　（注）単位未満四捨五入の関係で、積上と合計が一致しない箇所がある。

費                       目 主な増減要因

除排雪経費の減少

対前年度比

原油価格・物価高騰対策事業の減少

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し
た給付金給付事業の増加

市町村役場新庁舎、道の駅等の整備に伴う増加

新型コロナワクチン接種体制確保事業の減少
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